







































と最適な交渉形態の関係を議論したのが， Fethke and Policano [l1Jであ






















的な研究としては，例えば， Grossman and Haraf [I6]があげられる。彼
らによれば，国民所得の目標値からの議離は，すぐ前の春闘以降に生じたイ
ンフレーションと生産性の変化にのみ依存している。一方，日本の雇用契約
















































(Hashimato and Raisian口8J)。小野[1 Jによれば，勤続年数が10年以上
の労働者の構成比率は，アメリカが23.2パーセント(1978年)であるのに対
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日 本 7.6422 36.90 0.2071 
アメリカ 0.6110 2.78 0.2197 
西ドイツ 1. 0941 3.61 0.3030 
イギリス 1.9800 2.16 0.9166 
フランス -2.0456a 5. 79 -0. 3532a 
2.8070b 0.4848b 
イタリア 3.9273 6.03 0.6512 





のであろうか。 Komiyaand Yasui [20Jは，賃金率の伸縮性を日本経済に
安定性をもたらす要因のひとつと見なしている。また鈴木 [4Jによれば，
日本の労働市場は古典派的であり，伸縮的な実質賃金率によって労働の需要
と供給が均衡する([4 J， pp.2-4)。一方 Takenaka[24Jは，黒坂[2 J 
の分析結果を利用しながら，賃金率の伸縮性だけで日本経済の安定性を説明

















































ば， Fethke and Policano [1oJ， p.154 )。
長期雇用契約がマクロ経済におよぼす影響 9 
ここで，Njは i期に雇用される労働者数である。同様に，t期に雇用された












よび t期の利潤の予想値を π1-1> 7[1とすると，
(2.1) π1-1 +対
=t-2Pt-l F(Nt-1. t) -t-2 Wi-1 Ntー 1.t 
+t-2PtF(Ntー1.t) -t-2 (t-1 Wl)Nt-1. t， 
である。ここで，t-2Pt一lはt-2期末に予想した t-1期の物価水準，t-2Pt 
は t-2期末に予想した t期の物価水準，t-2 Wi-l は tー 2期末に交渉によ
って決定される t-1期の名目賃金率，そして t-2 (t-1 Wl)は t-1期末に
交渉によって決定される t期の名目賃金率 tー 1Wtの t-2期末における予想
値である。また F(Ntー 1.t)は生産関数で，F'>Oかっ F"くOである。
d(π1-1 +πf)/dNt一1.t= 0から，利潤最大化のための条件が得られる。
(2.2) t-2 Wi-1 + t-2 (tー 1Wl) F'(Nt-1. t) = 
r-I， r/ t-2Pt-1 +t-2Pt 
(2.2)から労働者需要関数の符号条件は，つぎのとおりである。
(2.3) alnNt-1. t/alnt-2 Wi-1く O.
10 経営と経済
(2.4) alnNtー 1， t/alnt-2 (tー lWf)く o.
(2.5) alnNt-l， t/a1nt-2Pt-1 > 0 . 
(2.6) alnNt一1， t/alnt-2Pt> 0 . 
(2.3)， (2.4)， (2.5)，および (2.6)から直接得られる労働者需要関数は，
(2.7') ntー1， t= -b 1 (t-2 wf-1一 t-2Tt-1) -bz{t-2 (tー1wf) -(-2Tt}， 
bi> 0 (i = 1， 2)， 
である。ここで， n=lnN， w=lnWおよびt=lnPである。 (2.3)，(2.4)， (2.5) 
および (2.6)では，
I alnNt一1.t/a1ntー2Wf-l I手alnNtー1.t/alnt-2Ptー 1，
および
I alnNtー1.t/alnt-2 (tーlWf)I剖 InNt一1.t/aln(一2Pt，
である。しかし (2.7')では簡単化のために t-2wf-1と-t-2Tt-1の係数
を-b1，また t-2 ( t-1 wf) と-t-2Ttの係数をーんとした。
本論では 2期間にわたる雇用契約での雇用者数決定にかんして，つぎの
ような仮定をおく。まず t-2期末に，利潤最大化の条件から， t-2期末の
交渉によって決定される t-1期の名目賃金率 t-2 Wf-1および t-2期末に
予想した t期の物価水準 t-2Ptに依存したかたちの労働者需要関数を決め




は， t-2Pt-l はPt-1に，また t-2 (t-1 Wf)は tー 1Wfに置き換えられる。し
たがってモデルでもちいる労働者需要関数は，
(2.7) 均一1， t=-b1 (tー 2wf-1 -Tt-1) -b2 (tー lwf-t-2ρt)， 






て供給される t期の所定内労働時間の労働供給(自然対数表示)h+ntー¥， ， 
は，つぎのようになる。









目賃金率(自然対数表示) t-2 wi-1は tー 2期末に予想する t-1期の物価
水準(自然対数表示) t-2Pt-1に等しく ，t-1期末に交渉によって決定さ
れる t期の名目賃金率(自然対数表示) t-1 wiは t-1期末に予想する t期
の物価水準(自然対数表示)t-1P，に等しい。これより (2.8)と (2.9)は
それぞれ，
(2.8') h+叫ー1.t= -b 1 (t-2P，-1 -ρtーd-b2 (，ー lρtート 2P，)， 

















c(y1-tー lY!)+ {-b 1 (t-2Ptー 1-Pt-l) -b2 (t-lPt一 t一2Pt)}， 
である。また tー1期末に企業家と雇用契約を結んだ労働者によって供給さ
れる t期の所定外時間の労働供給 lnHfSNt.t+ 1 (自然対数表示)は，




(2ωyFS=4[{-bl(t-2Ptー 1-Pt-1 ) -b 2 (tー lPtート 2Pt)}+c例-t-lY!)] 
す日1(t一lPt-Pt)一ん恥一 t.争一-仇-
である。 (2.10) と (2.12)から，t期の総供給 ylは，
(2.13) Yl=Yr+yfS 
となる。
= -b 1 (t-2Pt-1 -ρtー 1)-b2 (tーlρt一 t-2Pt) 









(2.15) mt=pmt-1 +引， I p Iく 1. 
ここで守は，系列無相関で平均0，分散 σFの確率変数である。
総供給と総需要の均等を仮定することによって，モデルは完結する。
(2.16) J1=Y1( =Ytとする). 
(2.13)， (2. 14)および (2.16)から，つぎの式が得られる。
(2. 17) -b 1 (t-2ρt一1-ρt一1) -b2 (t一lPt-t-2ρt) 
+{ -b1 (tー lρt-Pt)-b2 (tPt+ 1一tー lρt+1)} 
+c(Yt一 t-1Yt)
=mt-pt+Vt・
(2. 17)は t期の総供給=t期の総需要，すなわち ASt=ADtを表す式で
ある。あと Ytを求めるために，以下の計算を行う。
まず (2.17)の両辺に t-2期末の期待値をとる。
(2.18) t-2Pt= t-2 mt+ t-2 Vt. 
つぎに (2.17)の両辺 (ASt=ADt)から， (2. 17)の両辺に tー l期末の
期待値をとった式 (t一lASt=t一lADt)をひく。これより，
(2.19) (b 1 -c+ 1 ) (Pt-tー lρt)-b 2 (め十 1-tー lPt+1) 
= ( 1 -c) (mt-t一lmt+Vt一t-1 Vt)， 
が得られる。
さらに， (2.17)の両辺に t-1期末の期待値をとった式 (t-1ASt=tー lADt)
から， (2.17)の両辺に t-2期末の期待値をとった式 (t-2ASt= t-2ADt) 
をひく。このようにして得られた式の両辺を 1期あげる(形式的には，t+i 
を t+i+1Ci=ー 2，-1， 0) とする)。
(2.20) b1 (Pt一 t一lPt)-(1-b2)(め+1一 tー tPt+t) 
= tmt+l-t一1mt+ 1 + tVt+ t一 t一l的+い
14 経営と経済
今度は (2.19) と (2.20)を連立させて，Pt-t-1Ptとめ+1一t-1Pt+lに
ついて解く。
(2. 21a)ρt一 t-lρt
= ( 1 /D) {-b2 (tmt+ 1 - tー 1mt+ 1 + tVt+ 1一t-lVt+ 1) 
ー (1-b2) (1 -c)(mt-t一lmt+的一 tー 1Vt)}. 
(2.21b) tPt+ 1 - tー lPt+1 
= ( 1 /D) {b 1 ( 1 -c) (mt-t-1 mt+Vt-tー 1Vt) 
一(b1 -c+ 1 ) (tmt+ 1一tー 1mt+ 1 + tVt+ 1 - tー 1Vt+ 1)}' 
ただし，D= -b 1 +b2 +c-b2c-1である。 D手 Oとする。
最終的には， (2. 21a)， (2.21b)および (2.18)を利用することよって，
hが得られる。まず (2.18)の両辺を 1期あげた式を (2.21b)に代入し，
tPt+ 1について解く。
(2.22) tPt+ 1 
= t-2mt+ t-2Vt+ ( 1 /D) {b 1 ( 1 -c) (mt-tー lmt+的一 t一1Vt) 
-(b 1 -c+ 1 ) (tmt+ 1 - t一lmt+l+ tVt十 l一 t一1Vt+ 1)}' 
そして (2.22)の両辺を 1期さげた式を (2.21a)に代入すると，Ptが求め
られる。
(2.23) Pt 
= t-2mt + tー2Vt
+ (1 /D){bl (1 -c) (mt-l -t-2mt-l +Vtー 1一tー 2Vtー 1) 
ー (bl-c+ 1)( t一lmt一 tー2mt+t-1 Vt-t-2Vt) 
-b2 (tmt+ 1一 t-lmt十 1+ tVt+l一 t一1Vt+ 1) 
-( 1 -b 2 ) ( 1 -C) (mt一t-lmt+Vt一tー 1Vt)}. 





一(1/D){bl (1 -c) (mt一l一t-2mtー 1+Vt-l一t-2 Vtー 1) 
ー (b1 -c+ 1 ) ( t-1 mt一 t-2mt+tー 1Vt一 tー 2Vt) 
-b2 (tmt+ 1一 tー 1mt+ 1 + tVt+ 1一 tー 1Vt+ 1) 





= (-bl/D) 2 [Etー1{(mt-tーlmt)2}+Etー1{(Vt一tー1Vt) 2 }] 
+ (b2/D) 2 [Et一1{( tmt+ 1一t-1 mt+ 1) 2} 












る。 (2.24)から明らかなように， Ytがtー lmt一t-2mt( =仰 t一1)および






























(3.1)πf-1 =Ptー 1F(Nt一l.t)- t-2 Wf-1Nt-l.t， 
長期雇用契約がマクロ経済におよぼす影響
であるo drr1-1/dNt-l.t= 0から，利潤最大化のための条件が得られる。
(3.2) F'(Nt一1，t) = t-2 Wf-1/Ptー 1.
(3.2)から，労働者需要関数の符号条件が求められる。
(3.3) alnNt-l.t/alnt-2 Wf-1く O.
(3.4) alnNt一l.t/a1nPt-1>O. 
(3.3)と (3.4)から，t-1期および t期の労働者需要関数を，
(3.5) ntー 1，t = -b ( t-2 wf-1 -Pt-1 )， b> 0 ， 
17 
とする。ここで，n=lnN， ω=lnWおよび ρ=lnPである。 (3.3)および(3.4)
では，
I alnNtー 1，t/a1nt-2 Wf-1 I材 lnNtー 1，t/dlnPt-一1，









(3.7) h+nt.t+ 1 = -b( tー 1wi-Pt) ， 
である。
名目賃金率の決定については，前節と同じ仮定をおく。すなわち，t-2Wi-l 
= t-zPt一lおよびト1wf=tー lPt，とする。これより， (3.6) と (3.7)は，
(3.6') h+nt一1，t= -b(t-2ρi-1 -Pt-1)， 





(3.8) Yr=す{-b(t一2Pt-1 -Pt-1) -b( t-1あーあ)}
平均所定外労働時間 HfSは，予想されない総需要の増加関数であるとす
る。具体的には，前節と同じ関数を仮定する。
(2.11) hfs=c(y1-tー1Y1)， c> O. 
t-2期末に企業家と雇用契約を結んだ労働者によって供給される t期の
所定外労働時間の労働供給 InHfSNtー l，t(自然対数表示)は，
c(y1-t一1y!)-b( t-2Pt-1 -Pt-1)， 
である。また t-1期末に企業家と雇用契約を結んだ労働者によって供給さ
れる t期の所定外労働時間の労働供給 InHfSNt.t+ 1 (自然対数表示)は，










= -b( t-2Pt-1 -Pt-1) -b( t一lあーあ)+c(y1-tー 1Y1). 
総需要については 2節と同じ仮定をおく。
(2.14) y!=mt-pt+Vt. 
ここで，Vtは撹乱項(系列無相関で平均 0，分散 σJ)，mtは t期の貨幣ス
トック(自然対数表示)で，前節と同じ l階の自己回帰過程にしたがってい
るとする。




(3.11) Yi =y1 ( =Ytとする). 
(3.10)， (2.14)および (3.11)から，つぎの式が得られる。




(3.12)の両辺 (ASt=ADt)から (3.13)の両辺の t-1期末の期待値
(t-1ASt= tー 1ADt)をひくと，t期の物価水準の予想誤差が得られる。
(3.13) Tt-t一1tt
= ( 1 -c)( 1 +b-c)一1(mt-tー 1mt+Vt-tー 1Vt). 
(3.13) と (3.13)の両辺を l期さげた式を (3.12)に代入すると，Ttが
求められる。
(3.14)ρt 
= ( 1 -c)( 1 +b-c)一1(mt+Vt) +b( 1 +b-c)一1( tー 1mt+t-1Vt) 
-b( 1ー c)( 1 +b-c)一1 (mtー l一 t-2mt一1+Vtー 1-t一2Vt一1)• 
Ytを求めるには，Ttを (2.14)に代入すればよい。
(3.15) Yt 
=b( 1 +b-c)一1 (mt-tー 1mt+Vt一 t一1Vt) 
+b( 1 -c) ( 1 +b-c)一1(mt一1-t一2mt-1 +Vt一1- t-2 Vt-1 ) • 
よって Ytの分散は，つぎのとおりである。
(3.16)σF 
=Etー 1{(Yt一 tー 1Yt)2} 
























= (-b1/D) 2 (吋+(Jv2)+ (b2/D) 2p2σF 









的には (2.25')では c>1 +b1(1-b2)一1であれば，また (3.16')では
c> 1 +b であれば c の増加によって， σl(2.25') および σy~3.16') はともに減
少する。いいかえれば，所定外労働時間が総需要の予想されない変動に対し
て敏感に反応するならば，国民所得は安定的である。さらに，






くなるからである。このことを 3節を例にとって説明しよう。 (3.10)を (3.
ll)に代入し，代入した式の両辺から代入した式の期待値をひく。
Yt一 t-1Yt=b(Pt-tー 1Tt)+c(y1-t-1Y1). 
右辺の第 1項は，雇用者数の予想されない変動を表している。なぜなら，






c(y1-t一1y1)=c{mt一t一1mt一(あ一 t-1Tt)+Vt一tー 1Vt}， 
と書き換えられる。雇用者数の予想されない変動および一人当りの平均所定
外労働時間の変動を表す式から， (3.13)をもちいて Tt一 t一1ttを消去すると，
ntー 1，t+nt，t+1一(tー 1ntー 1，t+tー 1nt， t+1) 




=bc( 1 +b-c)一1(mt一tー 1mt+Vt-t-1 Vt)， 
となる。したがって，
Yt-tー lYt
=b( 1 -c) ( 1 +b-c)一1(mt一 t-lmt+的一 t一1Vt) 
+bc( 1 +b-c)一1(mt-tー lmt+Vt-tー 1Vt)， 
が得られる。
経営と経済
したがって Cが増加すると，b( 1 -c) (1 +b-c)一lは bに近づく。また

















11) lim{b( 1 -c) ( 1 +b-c)一1+bc( 1 +b-c)一1} =lim{b( 1 +b-c)一l} = O. 
長期雇用契約がマクロ経済におよぼす影響
大小関係を調べよう。
(2.25")σ}=b2 (1 +bC-C)-2 (σ>)2 +σv2) +b2 ( 1 +bc-c)一2p2σP.
(3.16")σ}=b2(1 +b-C)-2(σi+σv2) . 
23 

















12) c> 1ならば，大小関係が逆転する場合がある。例えば，b= 5， c=100，σl+aJ =100， 
p2σ，2 =0. 5，とすると， σん.25")=0. 000233206，σん.16")= 0.002829334，である。












































である。契約期間を m 期間にして 2期間で得られた経済の安定性にかん
する結論が，一般的なものであるかどうかを確かめる必要があろう。
さらに本論のモデルを拡張するならば，経済構造自体を変えなければなら
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